
（４）就労に向けた各種訓練の推進
　国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局においては、一般就労を希望する障害の
ある人に対して、就労に必要な知識や技能を獲得させるため、障害福祉サービス（就労移行支
援）を実施している。身体障害、高次脳機能障害又は発達障害のある人には、生産活動、職業
体験等の必要な訓練を、視覚に障害のある人には、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師
の国家資格取得のための教育訓練をそれぞれ行い、就労に関する相談や支援を通じて、障害のあ
る人の適性に見合った職場への就労とその定着を支援している。

（５）障害のある人の創業・起業等の支援
　生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯、障害者世帯等に対し、資金の貸付けと必要な相談支援
を行うことにより、その経済的自立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促
進を図り、安定した生活を送れるようにすることを目的に、都道府県社会福祉協議会を実施主体
として運営されている。本制度の資金種類の１つとして、「福祉資金」が設けられており、障害
者世帯が生業を営むために必要な経費や技能習得に必要な経費及びその期間中の生計を維持す
るために必要な経費等の貸付を行っている。
　また、経済産業省では、地域経済を活性化させるため、「産業競争力強化法」（平成25年法律
第98号）の認定市区町村（2019年12月現在で1,443市区町村）において、新たに創業を行う者に対
して、ワンストップで支援する体制を整備するとともに、予算措置に加え税制面の優遇、融資制
度などの支援策を行っており、障害のある人も活用できる制度となっている。

株式会社杢目金屋
　発達障害のあるＡ氏は2016年入社で、現在発送部門のラインで仕事を行っ
ている。最終的に仕上がった商品を一つ一つ丁寧かつ正確に梱包する姿が、
他の社員や販売スタッフにも感銘を与えている。また、適性に応じて業務を
割り振るようになったことで、社員がものづくりに集中できる環境にもつな
がり、制作工程全体の適材適所が実現されるようになってきた。

京阪ホテルズ＆リゾーツ株式会社
　自閉症スペクトラムのＢ氏は同社のトライアル雇用を経て2019年3月に入社し
た。一つのことに高い集中力を発揮し、丁寧にスピード感をもって取り組むことに
長けており、料飲部のスタッフとして、ホテル内各店舗のナフキン折作業を一手
に引き受けている。これにより、部内の他のスタッフの折作業のための残業はゼ
ロになり、また、黙々と業務を仕上げていくＢ氏の姿に触発されて、他のスタッフ
のモチベーションも高まっている。

〈事例１〉障害のある社員の適性に応じた配置で効果的な分業体制を構築

〈事例２〉特性を見極めた業務とのマッチングで部内の生産性向上に大きく貢献

企業における障害のある社員の活躍

　経済産業省では、多様な人材の能力を最大限引き出し、経営成果につなげている企業を「新・
ダイバーシティ経営企業100選」として選定するとともに特に先駆的な取組を行っている企業を
「100選プライム」に選定している。2019年度に「新・ダイバーシティ経営企業100選」として
選定した企業において、障害のある社員が活躍している事例を紹介する。
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（６）障害者の就労支援における農福連携
　障害者就労施設において、稲作や野菜、果樹、花き、畜産、農産加工や販売等、幅広い分野で
農業活動等が取り組まれている。農業を通じて高い賃金・工賃を実現している事業所もあり、障
害のある人の就労機会の確保や賃金・工賃の向上といった面のみならず、地域の農業における労
働力不足への対応といった面でも意味のある取組であり、農業と福祉の連携の推進を図ることは
重要となっている。
　このため、農林水産省では、障害のある人の農業分野における雇用・就労の促進のため、農業
用ハウスや加工・販売施設の整備、障害のある人を受け入れる際に必要となる休憩所や手すり等
の安全設備の整備、障害のある人が農業技術を取得するための研修、障害のある人の農業分野で
の定着を支援する専門人材の育成等の取組を支援している。
　一方、厚生労働省では、農福連携による障害のある人の就労支援を推進する取組として、農業
に関するノウハウを有していない就労継続支援事業所に対する農業に係る指導・助言や６次産
業化の推進を支援するための専門家の派遣、農業に取り組む就労継続支援事業所における農福
連携マルシェ（市場）の開催等を支援している。2016年度は28府県、2017年度は40道府県、2018
年度は42道府県、2019年度は46道府県で支援を実施した。
　これらの取組を通じて、関係省庁が連携しつつ、優良事例や支援策の周知を含め積極的に情報
発信を行い、農業と福祉の連携や、それを通じた障害のある人の賃金・工賃の向上の推進に取り
組むこととしている。
　さらに、農福連携について、全国的な機運の醸成を図り、今後強力に推進していく方策を検討
するため、2019年４月に省庁横断の会議として「農福連携等推進会議」を設置し、同年６月の第
２回会議において、農福連携を推進するための取組をまとめた「農福連携等推進ビジョン」を策
定し、当該取組を関係省庁等と連携して実施している。

■図表２-15

資料：厚生労働省
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　障害者就労施設では、稲作や野菜、果樹、花き、畜産、農産加工や販売等、幅広い分野で農業活動
等に取り組んでおり、その中には、農業を通じて高い賃金・工賃を実現している事業所もある。こう
した取組は、障害のある人の就労機会の確保や賃金・工賃の向上といった面のみならず、労働力不足
や過疎化といった問題を抱える農業・農村にとっても、働き手の確保や地域農業の維持、さらには地
域活性化にもつながることから、農業と福祉の連携の一層の推進が求められている。
　厚生労働省では、農福連携による障害のある人の就労支援を推進する取組として、農業分野に取り
組もうとする就労継続支援事業所に対して、農業分野の専門家を派遣し、農業に関する知識・技術の
習得や６次産業化の推進に向けた助言・指導を行うとともに、都道府県において農業に取り組む就労
継続支援事業所が参加する農福連携マルシェ（市場）の開催等を支援している。

　実際に、付加価値の高い農作物を生産し、加工・販売まで手がけること（６次産業化）によって高
い工賃を実現している事業所や、障害者の特性に応じた仕事を開発することで、より多くの障害者の
雇用や福祉的就労につなげ、地域の農家とつながることにより地域活性化や地方創生にも資する事例
もある。
　厚生労働省では、農林水産省と連携し、これらの優良事例や支援策の周知を含め積極的に情報発
信を行い、農業と福祉の連携や、それを通じた障害のある人の賃金・工賃の向上の推進に取り組むこ
ととしている。

障害者の就労支援における農福連携

第２章第２節　２．総合的支援施策の推進 ／厚生労働省
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